学位論文要旨 by unknown
学位論文要旨
雑誌名 筑波大学教育学系論集
巻 44
号 2
ページ 45-56
発行年 2020-03
URL http://hdl.handle.net/2241/00159920
平成31年度
学位論文要旨
白　岩　伸　也	 海軍飛行予科練習生の教育史的研究
	 ―		軍関係教育機関としての制度的位置とその戦
後的問題―
王　　　厳　崧	 中国における中学生の登校理由の検討
	 ―	ポジティブ心理学の視点から―
石　嶺　ちづる	 	アメリカのハイスク ルーにおける職業教育改革の展開
と「職業教育」準備プログラムの開発に関する研究
	 ―		南部地域教育連盟のHigh	Schools	That	Work
を事例として	―
鈴　木　　　瞬	 「子どもの放課後」の制度化とマネジメント
	 ―		教育と福祉の〈越境〉に着目して―
―	45	―
１．本研究の目的と課題・方法
今日の日本では，「経済的徴兵制」という問
題に関心が高まり，文部省所管学校と自衛隊の
関係が問われている。ただし，経済的な方法で
軍に誘導する社会構造も，文部省所管学校から
兵力を補充するシステムも，近年になってはじ
めて現れたものではない。それらは戦前の少年
兵制度からうかがえる。日本軍は，経済的な理
由で中学校へ進学することができない青少年に
目を付け，そのなかから向学心のある優秀な人
材を確保するため，少年兵を養成する教育機関
を創設した。では，少年兵のための教育機関は
制度上どのような位置に置かれ，青少年をめぐ
る上昇移動のあり方はどう規定されたのか。こ
れを検討するうえで，海軍飛行予科練習生（以
下，予科練）制度は重要な位置にある。なぜな
らば，予科練制度は文部省所管学校と制度的関
係を構築し，特務士官という位置づけが上昇移
動のあり方を枠づけており，そうした制度的位
置が戦後に問題化されたからである。
少年兵に関する研究として，逸見勝亮「少年
兵史素描」（教育史学会編『日本の教育史学』
第33集，1990年）などによって，募集方策を
めぐる学校の動向が解明されつつある。しかし
海軍当局の政策過程については分析されていな
い。高野邦夫『軍隊教育と国民教育』（つなん
出版，2010年）は，予科練の基本事項を概説し，
主要な史料を収集，整理した。だが，沿革と概
要をまとめる程度にとどまり，制度的位置につ
いては検討の余地がある。中等教育史研究にも
目を向けると，三上敦史「近代日本における「中
学校程度」の認定史」（『北海道大学大学院教育
学研究院紀要』第103号，2007年）は，専門学
校への入学資格を付与する，いわゆる専検指定
に照明を当て，「中学校程度」の認定範囲が文
部省以外の省庁が所管する教育機関へ広がる過
程を明らかにした。しかし，戦後の旧軍関係教
育機関出身者（以下，出身者）をめぐる「軍歴」
と「学歴」の関係については，未検討である。
以上より本研究では，予科練制度の成立と展
開の過程，それがもたらした戦後的問題につい
て，軍関係教育機関としての位置づけに焦点づ
けて検討する。その作業を通じて，近現代日本
における軍関係教育機関と文部省所管学校の制
度的関係，そしてその歴史的射程について考察
することを目的とする。研究目的を達成するた
め，まず，戦前・戦中における予科練制度の位
置づけについて，海軍の政策文書から解明する。
つぎに，戦後の出身者の処遇について，陸海軍，
文部省，占領軍の政策文書から検討する。そし
て，「軍歴」と「学歴」の関係について，厚生省，
文部省，人事院の政策文書から考察する。
２．論文の概要
第1章では，予科練制度の性格について，発
足前史の検討を通じて明らかにした。1918（大
正7）年，航空学校を設置する案が海軍で立案
された。当局は経済的な理由で中学校へ進学で
きない者に目を付け，高等小学校から「生徒」
を選抜しようとした。「生徒」には中学校と同
等の「普通学」を教育し，「卒業」後に「飛行
少尉」へ進級するルートを開くことを試みてい
る。だが軍縮期に入ると，管理と経費の点が重
視され，航空隊練習部の方へ傾いていく。それ
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以降も航空兵養成のあり方が模索されるが，士
官搭乗員を増加すると質的低下を招来し，下士
官兵から補填しても素質が備わった人材を十分
に確保できないというジレンマが生じていた。
それを乗り越えるために，ここでも中学校へ進
学できない「遺賢」に着眼し，かれらを養成して
質の高い航空兵を効率的に獲得しようとする。
結果的に予科練制度は，それまでの議論を引
き継ぎながら1930（昭和5）年に発足し，練習
航空隊という非「学校」で教育する。修了後の
進級先としては，たたき上げで進級する唯一の
尉官，特務士官が置かれた。だが，「学歴」保
持者を優位に置く階級制度の維持が図られ，特
務士官は兵科士官より劣位に置かれる。さらに
将校養成機関出身者は専検指定を受けたが，予
科練はそのような措置がとられなかった。初等
後教育機関相当の機関として位置づけられ，地
位達成の場は軍内に局限されたのである。
第2章では，総力戦体制下における制度的位
置の変化について，中学校や兵学校との関係に
焦点づけて検討した。中学校に準ずる教育内容
が削減されるなか，1937（昭和12）年に甲種
飛行予科練習生制度（以下，甲飛）が創設され
た。従来の採用枠は乙種飛行予科練習生（以下，
乙飛）として残されつつ，中学校からの採用ルー
トが新設される。それによって，中学校教育に
相当する教育機能を有する部分と，中学校に人
材を依存する部分を抱えることになる。その際，
特務士官養成機関としての位置が再確認され，
兵学校生徒と甲飛の序列関係をめぐる摩擦が起
きる事態は回避された。
両者の関係性は，1942（昭和17）年のミッ
ドウェー海戦以降に変化し，平準化の方向で制
度改正がなされていく。すなわち，士官と特務
士官の間の格差を埋め，兵学校生徒と予科練を
なるべく同等に扱うことで，立身出世のルート
を拡張する。重要なのは，予科練制度の位置づ
けが，募集方策の動向と規定し合いながら変化
し，立身出世熱が自発的な志願へ水路づけられ
たことである。航空兵の動員が極致に達すると，
「学校」的側面を付加する語りが現れた。ただし，
中学校相当の教育機関には位置づけられず，初
等後教育機関相当の機関としてその領域を拡大
した。
第3章では，戦後初期の出身者の処遇につい
て，政策アクターの動向から解明した。ポツダ
ム宣言受諾後，陸海軍は文部省との折衝を通じ
て，出身者を中等・高等教育機関へ転入学させ
ようとする。その際，一部の出身者に対して専
検指定を行うが，乙飛は中学校卒業の「学歴」
を与えられなかった。その後，日本政府と占領
軍による政治力学のなかで，出身者への施策は
何度も変更をせまられ，曲折の過程をたどる。
1945（昭和20）年9月から，出身者を優先的に
扱う「優先的転入学」が行われたが，在学生の
批判と占領軍の介入によって11月に廃止され
る。1946年2月には入学数を定員の一割にする
「制限的入学」が決定された。
軍国主義的な存在として出身者を位置づけ，
民主的で平和的な場へ転換を図る文部省所管学
校から排除するのか，包摂するのか，それとも
「再教育」の方途を探るのか。出身者をめぐる「非
軍事化」のあり方については，互いに衝突する
ほどの複数性が存在し，その選択次第では「民
主化」に抵触し，制約する危うさがあった。そ
うした「非軍事化」と「民主化」のせめぎ合い・
もたれ合いのなかで，中等教育機関を備えた制
度として予科練制度をみなすことができるのか
という問題は閑却されたといわざるをえない。
第4章では，中等・高等教育機関における出
身者の位置づけについて，学校側の対応状況を
踏まえつつ検討した。中等・高等教育機関は急
ごしらえで受入体制を整え，出身者と一般生徒
の間に分断線が引かれる。高等教育機関へ転入
学した出身者は，「ゾル」と蔑視され，中等教
育機関へ転入学した元予科練は「予科練くずれ」
としてまなざされた。出身者の逸脱的な行動が
クローズアップされ，それを通じて「予科練く
ずれ」が立ち現れる。
その過程は占領政策の動向と密接な関係にあ
る。「非軍事化」政策が中等・高等教育機関の
細部まで展開すると，出身者は「非軍事化」の
ターゲットとなり，逸脱的な行動を監視する体
制が構築される。そうした政策が一般生徒・学
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生の認識まで方向づける。すなわち，かれらは
「軍国日本」の非当事者としてふるまいながら，
出身者だけを軍国主義者として位置づけた。以
上のように「民主日本」・「平和日本」の周縁に
置かれた元予科練は，「戦後日本」に対するル
サンチマンを抱き，それを引きずりつつ高度経
済成長期の「学歴」社会を迎える。
第５章では，出身者の「学歴」認定問題につ
いて，旧軍人団体の動向と行政機関の対応に焦
点づけて検討した。「学歴」認定に関する制度
は1950年代初頭に創設され，「学歴」は人事制
度と詳細に関係づけられる。その際，将校養成
機関出身者の処遇が優先的に決定され，それ以
外は後回しにされた。その後は出身者からの働
きかけが前提となり，1950年代半ばに旧軍人
団体が「学歴」認定問題を行政的な課題へ引き
上げていく。行政機関は事後的な対応をとり，
「軍歴」は文部省所管学校の「学歴」に関連づ
けられた。1960年代に入ると予科練雄飛会の「学
歴」請願運動が展開する。厚生省，文部省，人
事院は，旧軍関係教育機関と旧制中学校の差異
が露呈するのを防ぐため，出身者への泥縄式の
対応を継続し，元乙飛の「学歴」を認定した。
こうした「軍歴」の「学歴」化を通じて，文部
省所管学校中心の一元的な「学歴」システムが
構築されたのである。
「予科練くずれ」からの名誉回復を図るメン
タリティは，「学歴」請願運動にとどまらず，
戦死者の慰霊活動を活性化させた。阿見町は
1940年代後半に「学都」へ転換が図られた後，「軍
都」として再編される。その過程で「軍都」を
想起させるモニュメントがつくられると，「軍
国日本」の危うさを想起する記憶は変容を迫ら
れる。阿見町は1960年代にモニュメントの建
設場所として指定され，予科練をめぐる集合的
記憶が形成されていった。
終章では，本研究のまとめと今後の課題につ
いて論じた。海軍当局は，経済的な困難のある
低「学歴」層を，立身出世熱を利用して軍へ誘
導し，上昇移動のあり方を統御しつつ戦場送出
した。そのなかで予科練制度は，中等教育機関
に寄生しながら，将校養成機関との差別化を
図っている。軍関係教育機関と文部省所管学校
の制度的関係は戦後に問題化され，「軍歴」の「学
歴」化を通じて一元的な「学歴」システムが構
築された。「経済的徴兵制」は以上の歴史的経
験を踏まえて問わなければならない。
（学位取得年月日：令和元年12月31日）
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１．問題の所在と本研究の目的
日本の教育現場では，不登校は依然として解
決が困難な課題である（文部科学省，2018）。
一方，中国では，親からの過剰な期待および受
験競争によってより一層増えるストレスを感じ
ながらも，子どもたちは休まず学校に登校して
いる（ベネッセ教育開発センター ,2008；翟，
2006；楠山，2010）。そこで，中国の中学生の
登校を続ける理由を検討する必要性があると考
えられる。さらに近年は，不登校に至ってから
行う支援より，不登校に至らないための支援の
有効性が指摘されている（五十嵐，2015）こと
から，不登校問題において予防的支援が重要と
考えられるが，中国では，その予防的支援や登
校理由と児童生徒のメンタルヘルスとの関連を
実証的に扱った論文は限られている。
そこで本研究は，ポジティブ心理学の視点か
ら，中国の中学生の登校理由を検討することに
よって，最終的には生徒のメンタルヘルスの維
持や学校適応への効果的な援助，さらに予防教
育についての示唆を得ることを目的とした。
２．研究課題
上述の研究目的を達成するため，以下の４つ
の研究課題を設定した。【研究1】登校理由の
構成概念の検討，【研究2】重要な他者への感
謝尺度の構成概念の検討，【研究3】登校回避
感情を抱く中学生の登校理由の規定要因の検
討，【研究4】登校回避感情を抱く中学生の登
校理由とメンタルヘルスとの関連についての検
討。
３．研究方法
（１）尺度作成するための予備調査（自由記述
的質問紙調査）：【調査対象者】中国の都市部
中学校A校に通う中学生1・2・3年生計105
名（男性49名，女性56名）および地方の公
立中学校 B 校に通う中学生1・2・3年生計
125名（男性57名，女性64名，不明4名），
計230名を調査対象とした。【手続き】質問
紙調査は無記名式で行い，担任が質問紙を配
りクラスで一斉に実施した（以下，調査の手
続きは予備調査と同様）。【実施期間】2013
年６月
（２）本調査（質問紙調査）：【調査対象者】中
国の地方都市―東北地方吉林省の公立中学校
中学１年生～3年生235名（平均年齢13.8歳（SD	
=1.01），男子	108名（46%）, 女子114名（49%）	
不明13名（5%）と都市部―長江三角洲地方
の上海市，江蘇省 , 浙江省の中学校に通う中
学１年生～3年生853名（平均年齢13.9歳（SD	
=1.12），男子	440名（51%）, 女子389名（46%）	
不明25名（3%），計1,088名であった。【実施
期間】2016年12月
（３）再調査：【調査対象者】：吉林省の公立中
学 校2年 生52名（ 平 均 年 齢14.4歳（SD	
=1.10），男子	23名（44%）, 女子28名（54%）	
不明1名（2%）。【実施期間】2017年9月下旬
と2017年11月上旬
４．論文の概要
第Ⅰ部は不登校，登校に関する先行研究の検
討，ポジティブ心理学の感謝に関する理論の検
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討を行った。第１章では，不登校に関する先行
研究，第２章では，登校理由に関する先行研究，
第３章では，中国における学校現場の現状と社
会文化的状況の検討，第４章では Seligman
（2000）のポジティブ心理学の理論のうち，ポ
ジティブ感情の感謝に焦点を当てて，理論的検
討を行った。具体的には，以下に示すような課
題が見いだされた。
１．先行研究の検討から，予防的な視点からの
研究を行う必要がある。
２．登校理由の重要性が指摘されるが中国にお
いて登校理由を実証的に扱った研究はほとん
ど行われていない。
３．中国の生徒の実情に合った登校理由を検討
する必要がある。
４．現在の中国では，登校にストレスを感じな
がら登校している児童生徒が多く（王，
2014；王・庄司，2015），彼らのメンタルヘ
ルスの面を検討する必要がある。
５．不登校の予防的観点から，ポジティブ心理
学の観点から検討する必要がある。
６．感謝は中国の文化的枠組みと深く関連を
持っている。中国の生徒の感謝とメンタルヘ
ルスとの関連について検討する余地があると
考える。
以上の問題点を踏まえ，第Ⅱ部では，第６章
中国版中学生用登校理由尺度の作成（研究１），
第７章中学生用重要な他者への感謝尺度の作成
（研究２），第８章登校回避感情を抱く中学生の
登校理由の規定要因（研究３），第９章登校回
避感情を抱く中学生の登校理由とメンタルヘル
スに関する検討（研究4），の４つの研究を検
討した。その結果は以下の通りである。
第６章（研究 1）　中国版中学生用登校理由尺
度の作成
第6章では，中国版中学生用登校理由尺度の
構造を明らかにするため，中学生用登校理由尺
度を作成し，その信頼性と妥当性を検討した。
第1節（研究1－1）では，予備調査から中国
版中学生用登校理由尺度を作成するための項目
収集をした。第2節（研究1－2）では，中国
の４校の中学生1,088名（有効回答者952名，
有効回答率88%）を対象に，質問紙調査を行っ
た。また，探索的因子分析を実施した。その結
果，「外的圧力」「規範・義務」「学校魅力」「習
慣」の4因子が得られ，その信頼性と妥当性が
確認された。
第 7章（研究２）　中学生用重要な他者への感
謝尺度の作成
第7章では，中学生用重要な他者への感謝尺
度（以下感謝尺度）を作成し，その信頼性と妥
当性を検討した。第1節（研究2－1）では，
予備調査から感謝尺度を作成するための項目収
集をした。第2節（研究2－2）では，中国の
４つの中学校の中学生1,088名（有効回答者952
名，有効回答率88%）を対象に，質問紙調査を
行った。また，探索的因子分析を実施した。そ
の結果，「学業を通した返報動機」と「感謝感情」
の2因子が得られ，その信頼性と妥当性が確認
された。
第８章（研究 3）　登校回避感情を抱く中学生
の登校理由の規定要因
第８章では，登校回避感情を抱く中学生の登
校理由の規定要因を検討するため，重要な他者
への感謝，教師への信頼感との関連を検討した。
中国の２つの中学校の中学生560名を対象に質
問紙調査を行った。
第1節（研究3－1）では，登校回避感情あ
り群と登校回避感情なし群の多母集団同時分析
を行い，「感謝尺度」が「登校理由尺度」に与
える影響を検討した。その結果，登校回避感情
あり群となし群は登校理由に影響する要因の違
いが認められた。また，重要な他者への感謝が
中国の中学生の登校理由に影響を及ぼすことが
明らかになった。さらに，登校回避感情を持っ
ている児童生徒の「学業を通した返報動機」は
「規範・義務」，「習慣」に，「感謝感情」は「学
校魅力」を促進した可能性が推察された。
第２節（研究3－2）では，登校回避感情あ
り群と登校回避感情なし群の多母集団同時分析
を行い，「教師への信頼感尺度」が「登校理由
尺度」に与える影響を検討した。その結果，登
校回避感情あり群となし群は登校理由に影響す
る要因の違いが認められなかった。また，教師
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への信頼感が中国の中学生の登校理由に影響を
及ぼすことが明らかになった。さらに，教師へ
の信頼感の中の「安心感」は児童生徒の「学校
魅力」といった登校理由を促進することが明ら
かにされた。
第９章（研究４）登校回避感情を抱く中学生の
登校理由とメンタルヘルスに関する検討
第９章では，登校回避感情を抱く中学生の登
校理由とメンタルヘルスに関する検討のため，
登校理由と学校適応感，疲労感との関連を検討
した。中国の2つの中学校の中学生560名を対
象に質問紙調査を行った。
第１節（研究4－1）では，登校回避感情あ
り群と登校回避感情なし群の多母集団同時分析
を行い，「登校理由尺度」が「学校適応感尺度」
に与える影響を検討した。その結果，登校回避
感情あり群となし群は登校理由に影響する要因
の違いが認められなかった。また，登校回避感
情の有無を問わず，親や先生からの「外的圧力」
は学校適応感にネガティブな影響を与えている
ことが明らかにされた。さらに，「学校魅力」
は学校への適応感，特に被信頼・受容感と学校
生活充実感に強い影響を与えており，学校魅力
の重要性が示唆された。
第2節（研究4－2）では，登校回避感情あ
り群と登校回避感情なし群の多母集団同時分析
を行い，「登校理由尺度」が「疲労感尺度」に
与える影響を検討した。その結果，登校回避感
情あり群となし群は登校理由に影響する要因の
違いが認められなかった。また，登校回避感情
の有無を問わず，親や先生からの「外的圧力」
と「習慣」は疲労感に正の影響を与えているこ
とが明らかにされた。さらに，「学校魅力」が
高いと，疲労感，特に意欲・体力低下，気力低
下，イライラと負の影響があり，疲労感が低く
なることが明らかになった。
以上，第１章から第９章について本研究の結
果を概観した。その結果，まず，研究１では登
校理由の構成概念が明らかになり，研究２にお
いて，重要な他者への感謝の構成概念が明らか
になった。また，研究３では，「感謝」と「教
師への信頼感」が登校理由に影響を与えること
が明らかになった。このことから，重要な他者
への感謝，特に学業を通した返報動機が中国の
中学生の登校理由に大きな影響を与えているこ
とが示唆された。研究４では，登校理由が生徒
のメンタルヘルスにどのように影響を与えてい
るかが明らかにされた。このことから，中学生
のメンタルヘルスを維持するため，学校魅力が
重要であることが示唆された。
本研究の結果を総合的に踏まえると，ポジ
ティブ感情の一つとしての感謝は，中国の中学
生が休まずに，登校し続けていることの１つの
重要な要因になっていると考えられる。感謝は
ポジティブな登校理由を高める重要な働きを持
つものであり，今後の教育現場で重要な他者へ
の感謝を育てることが，最終的には生徒のメン
タルヘルスの維持，さらに教育実践の質の向上
に影響すると考えられる。
本研究の限界と今後の課題として，（1）より
多くの中国の地域データを収集する必要性，	
（2）中国版登校理由尺度と重要な他者への感謝
尺度の弁別的妥当性を検討する必要性，（3）縦
断的調査の必要性，（4）日常生活における中学
生の登校理由の様相と変容を明らかにするため
に，今後，半構造化面接を行うことの必要性の
4点を指摘した。
５．主要引用・参考文献
本間友巳（2000）．中学生の登校を巡る意識の
変化と欠席や欠席願望を抑制する要因の分析　
教育心理学研究，48，32︲41．
McCullough, M.E., Emmons, R. A., & Tsang, J. A. 
(2002). The grateful disposition: A conceptual and 
empirical topography. Journal of  Personality and 
Social Psychology,82, 112–127.
Wood, A.M., Froh, J. J., & Geraghty, A. W. A. (2010). 
Grat i tude and wel l -be ing : A review and 
theoretical integration. Clinical Psychology Review, 
30, 890–905. doi: 10.1016/j.cpr.2010.03.005
翟宇華（2006）．中国都市部中学生の学校忌避
感を抑制する要因に関する研究 教育心理学
研究，54，233-242．
（学位取得年月日：令和元年5月31日）
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１．問題の所在と研究の目的
本研究では，日本における学校から職業への
移行（以下：移行）に関する支援施策の政策上
の課題として，高等教育において，安定的な雇
用と収入の確保を保障する職業的な知識・スキ
ル・コンピテンシーの獲得を目的とする教育プ
ログラム（以下：「職業教育」）が十分に機能し
ていないことを指摘し，その要因として，次の
ような研究上の課題を位置付けた。すなわち，
「職業教育」を受けるための準備プログラム（以
下：「職業教育」準備プログラム）の必要性は
認識されているものの，その到達水準が明確で
はなかったため，実効性のあるプログラムの開
発は途上であることである。
上記の研究上の課題を踏まえて，本研究では，
｢職業教育 ｣準備プログラムの開発について先
駆的な事例が多く見られるアメリカ合衆国（以
下：アメリカ）を研究の対象とし，特に後期中
等教育（ハイスクール）における1990年代以
降の取組の分析を通して，当該プログラムの開
発・拡充方策を明らかにすることを目的とした。
具体的な事例として，南部地域教育連盟
（Southern	 Regional	 Education	 Board，以下：
SREB）が1987年から実施するHigh	 Schools	
That	Work（以下：HSTW）を取り上げた。
２．先行研究の検討
（１）日本における先行研究の到達点
本研究に関連する日本における先行研究は，
①アメリカの移行支援に関する研究，②ハイス
クールにおける ｢職業教育 ｣準備プログラムに
関する研究，③連邦施策の展開に関する研究，
④テック・プレップ（Tech-Prep）に関する研
究に整理できる。これらの多くは，1990年代
から2000年代初頭に行われたものであり，
2000年代後半以降の職業教育改革の展開は十
分に解明されていない。
（２）アメリカにおける先行研究の到達点
本研究に関連するアメリカにおける先行研究
は，①中等教育の形骸化に関する研究，②連邦
施策の展開に関する研究，③プログラム・オブ・
スタディ（Program	 of	 Study）に関する研究，
④HSTWに関する研究に整理できる。
①は，｢職業教育 ｣の高等教育化が進行する
背景とその弊害としての中等教育の形骸化を示
すことが中心であり，具体的な改革施策との関
連性は示していない。②は，改革の進展に伴っ
て ｢職業教育 ｣準備プログラムの重要性が徐々
に認識されたアメリカの特徴が十分に捉えられ
ていない。③は，プログラム・オブ・スタディ
の概要は示しているが当該施策の具体像と実際
の有効性について十分な検討がなされていな
い。④は，HSTWの先進性は示しているものの，
SREBによる支援の実態も含めたプログラムの
具体的な内容の検討はなされていない。
３．研究の課題と方法
１．で示した研究の目的を達成するため，本
研究では次の４つを研究課題とした。すなわち，
連邦職業教育改革の展開に見る ｢職業教育 ｣準
備プログラムの理念的特徴の解明（研究課題
〈学位論文要旨〉
アメリカのハイスクールにおける職業教育改革の展開と
｢職業教育 ｣準備プログラムの開発に関する研究
──	南部地域教育連盟のHigh	Schools	That	Work を事例として──
石　嶺　ちづる
─────────────────────
高知大学　教育学部
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Ⅰ），アメリカのハイスクールにおける ｢職業
教育 ｣準備プログラムの特徴の解明（研究課題
Ⅱ），High	Schools	That	Work におけるプログ
ラム・オブ・スタディの特徴の解明（研究課題
Ⅲ），アメリカのハイスクールにおける「職業
教育」準備プログラムの特徴とプログラム開発
の意義の検討（研究課題Ⅳ）である。
４．各章の概要
（１）連邦職業教育改革の展開に見る｢ 職業教
育｣準備プログラムの理念的特徴（研究課題Ⅰ）
１）アメリカにおける ｢職業教育 ｣準備プログ
ラム開発の背景（第１章）
第１章では，グラブとラザーソンのヴォケー
ショナリズム論（vocationalism）を踏まえて，
アメリカでは ｢職業教育 ｣が高等教育化した結
果，教育・訓練の量的過剰（高学歴化）が起こ
るようになった一方で，教育・訓練の質的不足
（学習成果の不足）が起きていることが明らか
にした。
その原因は，生徒がハイスクール在学中にあ
らゆる活動に意欲をなくしたため，生徒を進学
やキャリアに備えさせるというハイスクール教
育固有の目的・目標が達成されなくなったこと
にあり，グラブとラザーソンは特に職業をテー
マとするカリキュラムの実施を解決策としてい
ることが確認できた。
２）1990年代以降の職業教育改革の政策的展
開（第2章）
第２章では，職業教育改革施策の中心がテッ
ク・プレップからプログラム・オブ・スタディ
へ転換される過程を解明した。1990年代の職
業教育改革では，テック・プレップが中核的な
施策であった。しかし，改革の進展に伴ってハ
イスクール教育の質的向上の必要性が徐々に認
識され，プログラム・オブ・スタディが開発さ
れるようになる。当該施策では，「職業教育 ｣
と ｢職業教育 ｣準備プログラムが連続性を持つ
総体的なものとして開発される。一方で，2000
年代に入ると，テック・プレップは支援が必要
な若者を救う手立てとなってないと評価され，
2010年代初頭には改革の中心施策はプログラ
ム・オブ・スタディに転換された。
３）｢職業教育 ｣準備プログラムの開発におけ
る統合カリキュラムの主要素 ｢新しい３R’s｣
の形成（第3章）
第３章では，テック・プレップからプログラ
ム・オブ・スタディへの転換の中で，｢職業教
育 ｣ 準備プログラムに不可欠な要素として
rigor（学習の質保証），relevance（実社会との
関連性），relationship（学習環境を整備するた
めの連携）で構成される ｢新しい R’s｣（New	
３R’s）が位置付けられるようになったことを
明らかにした。
（２）アメリカのハイスクールにおける ｢職業
教育 ｣準備プログラムの特徴（研究課題Ⅱ）
１）SREB の ｢ 職業教育 ｣ 準備プログラム
（HSTW）の創設とプログラムの理念（第4章）
第４章では，SREB が実施する ｢職業教育 ｣
準備プログラムであるHSTWは，統合カリキュ
ラムの開発・実施を中核とするプログラムで，
７つの目標（Goals）と，その達成のために生
徒 に 課 す 推 奨 カ リ キ ュ ラ ム（HSTW	
Recommended	Curriculum）が設定されたこと
が，プログラムの発展につながったことを明ら
かにした。
２）SREB の ｢ 職業教育 ｣ 準備プログラム
（HSTW）における統合カリキュラム開発の
特徴（第5章）
第５章では，HSTWの中核的要素である統
合カリキュラムの特徴として，統合学習
（integrated	 learning）の捉え方，および，当
該プログラムにおける統合カリキュラム開発の
特徴を明らかにした。
３）High	 Schools	That	Work の展開と SREB
の役割（第6章）
第６章では，HSWTが ｢ 職業教育 ｣ 準備プ
ログラムの先駆的な事例として評価されている
要因を明らかにした。学校でも教育行政機関で
もない SREB という組織が，州教育省や学区
教育委員会の教育政策立案・実施や，実践校に
おける具体的なカリキュラム開発を支援してい
ることが当該プログラムの重要な要素であると
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いえる。
（３）High	Schools	That	Work におけるプログ
ラム・オブ・スタディの特徴（研究課題Ⅲ）
１）High	 Schools	That	Work におけるプログ
ラム・オブ・スタディの開発（第７章）
第７章では，HSTWにおけるプログラム・
オブ・スタディであるAdvanced	Career プロ
グラム（以下：ACプログラム）の特徴を明ら
かにした。ACプログラムは，プロジェクト学
習（Project	 Based	 Learning，以下：PBL）を
通して，大学進学に対応できる高度な内容のア
カデミックな知識と，安定した雇用と賃金を確
保できるレベルの職業的知識・スキル，基礎的・
汎用的能力の３つの獲得を目的とするプログラ
ムであることが明らかになった。
２）サウスカロライナ州応用職業教育センター
におけるACプログラムの実践状況（第８章）
第８章では，サウスカロライナ州の応用職業
教育センターにおけるクリーンエネルギー技術
カリキュラムの実践に関する分析を通して，
ACプログラムでは，PBLを通した学びの深化
に重点が置かれていることを明らかにした。ま
た，発展レベルのアカデミックな科目に匹敵す
る高度な内容のプログラムとして職業教育が評
価されていることが示唆された。
（４）アメリカのハイスクールにおける「職業
教育」準備プログラムの特徴とプログラム開
発の意義（研究課題Ⅳ）（第９章）
第９章では，第１章から第８章を踏まえてア
メリカのハイスクールにおける「職業教育」準
備プログラムの特徴を整理し，当該プログラム
開発の意義と日本におけるプログラム開発に対
する示唆を考察した。
５．今後の課題
本研究の到達点を踏まえて，アメリカにおけ
る ｢職業教育 ｣準備プログラム開発に関する研
究の今後の課題として，次の３つを設定した。
第一に，連邦施策の展開を踏まえた改革の進展
の検討，第二に，HSTWおよびACプログラ
ムに関するさらなる実践事例の検討，第三に，
本研究で導出した ｢職業教育 ｣準備プログラム
開発の要件の有効性の検証（他のプログラムの
事例分析）である。
６．主要引用・参考文献
・Brand, Besty（2004） Reforming High Schools: 
The Role for Career Academies, National 
Academy Foundation
・Grubb, W. N. /Lazerson, M. （2004） The Education 
Gospel: The Economic Power of  school ing, 
Harvard University Press
・Harvard University Graduate School of Education 
（2011） Pathways to Prosperity: Meeting the 
Challenge of  Preparing Young Americans for the 
21st Century
・University of Louisville and University of 
Minnesota（2007） Grant Application for National 
Research Center for Career and Technical 
Education
・藤田晃之（2004）「『結果至上主義』に基づく
中等教育の多様化・個性化を支える学校外組
織の役割―南部地域教育連盟（SREB）の
High	Schools	That	Work を中心に」，望田研
吾（代表）『中等学校の多様化・個性化政策
に関する国際比較』，平成13︲15年度科学研
究費補助金（基盤研究（A）（1）），pp.151︲162
・藤田晃之・中島史明（2004）｢ アメリカに	
おける若年者就職支援施策の特質と課題 ｣，
労働政策研究・研修機構『諸外国の若年者就
業支援政策の展開―ドイツとアメリカを中心
に―』，pp.75︲155
（学位取得年月日：令和元年10月31日）
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１．問題の所在と本研究の目的
本研究の目的は，現代社会において制度化が
図られつつある「子どもの放課後」の支援につ
いて，公的に放課後を支援するという実践がど
のように行われ，そして，その支援実践にかか
わるさまざまな支援者たちが，公的な支援実践
をどのようなものとして経験しているのか具体
的な事例に基づいて明らかにし，考察すること
である。
1997年の児童福祉法改正による放課後児童
健全育成事業の法定事業化を契機に，子どもの
放課後の制度化が動き出して以降，放課後の子
どもを取り巻く環境は大きく変化している。
2007年には，地域社会の中で放課後等にすべ
ての子どもが安全で安心して健やかに育まれる
よう，従来の教育と福祉に関する行政的分断を
超えることを意図し，放課後子どもプランが策
定された。放課後子どもプランとは，文部科学
省が所管する放課後子ども教室と厚生労働省が
所管する放課後児童健全育成事業とを一体化あ
るいは連携して実施する総合的な放課後対策を
推進することを目的としており，その策定と展
開は，1990年代以降に「子どもの放課後」を
めぐって教育と福祉のそれぞれにおいて進めら
れてきた施策を新たに国の政策レベルとして具
現化したものと捉えられる。また，制度構想上
において「学校の活用」と「すべての子どもを
対象とした放課後支援」という大きな方向性が
確認できる（佐藤2008）。
だが，我が国においては，子どもの放課後に
かかわる制度の主担部門が不明確であり，また，
関係機関間の連携不足もあったため，子どもの
放課後生活は長らく制度的に分断されてきた
（山縣2006，増山2015）。そのため，諸外国で
は教育と福祉が一体的に議論される傾向が強
まっているものの（池本2009），我が国では，
子どもの放課後が制度化されることに対して
「学校の侵入」（佐藤2008）や「放課後の学校化」
（二宮2010）との批判が多い。
このような批判を受けつつも，子どもの放課
後支援は，2000年代を通して確実に制度的な
基盤が整備されたと言える。だが，子どもの放
課後の制度化の帰結として，教育と福祉の異な
る事業間の連携の中で各施設・指導員が葛藤や
不満を抱えることになり，各自治体の実践の充
実につながらない事態が生じる可能性が推察さ
れる。こうした事態を避けるために，自治体担
当課による施策運用や各施設での施策実施の場
面において，教育と福祉の〈越境〉が要請され
る。しかし，先行研究では異なる事業間の連携
に携わる支援者自身が，制度的な支援の営みを
どのように実践し，それに伴う葛藤や困難をい
かに経験しているのかについて十分に論じてこ
なかった。
以上の問題意識から，2007年に創設された
放課後子どもプランを主な研究対象としつつ，
異なる事業間の連携実践を行政レベルと施設レ
ベルの両面から捉え，「総合的な放課後対策」
の実現に向けた放課後支援施策の制度化とマネ
ジメントの課題を検討した。
２．研究課題
上述の研究目的を達成するため，本研究では，
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以下の4つの研究課題を設定した。
研究課題１：放課後児童クラブの〈意味〉につ
いて，1997年の法制化以前の学童保育に関
する専門誌調査を通して明らかにする。
研究課題２：放課後子どもプランに対する自治
体の指向性とその影響について，全国へ行っ
た質問紙調査を通して明らかにする。
研究課題３：放課後子どもプランを先進的に行
う事例においてヒアリング調査を行い，自治
体の方針と現場の実態とを関連づけながら，
放課後子どもプランにおける指導員の葛藤状
況とその対処を明らかにする。
研究課題４：学校関係者に対する質問紙調査を
もとに，学校関係者の放課後子ども総合プラ
ンの各事業に対する認識とその背景要因を明
らかにする。
３．論文の概要
本論文は第１～９章で構成される。
第１章では，これまでの放課後支援施策の制
度とその展開を概観した。その結果，放課後子
どもプランの策定は，従来の分断されていた教
育行政と福祉行政の施策を連携させて，すべて
の小学校区で子どもの安全で健やかな活動の場
を確保するための総合的な放課後対策としての
意義を確認することができた。
また実際に，放課後児童クラブの量的・質的
拡充，放課後子ども教室の制度的な位置づけの
明確化を通じて，放課後子ども総合プランを通
じた教育領域と福祉領域の関係はますます輻輳
的になっている。現代社会における放課後支援
施策の拡充は，このような意味において，子ど
もの放課後空間の中に教育領域と福祉領域が接
する新たな場としての「クロスボーダー領域」
（細見2005）を切り拓くものであり，そこでは
公的に放課後を支援するという実践や経験が生
み出され，子どもの放課後空間をこれまでとは
異なるものに変容させることになる。このよう
な放課後施策の特長について，第２章で先行研
究の検討を行い，第３章において研究目的と課
題を提示した。
第４～９章では，具体的な事例調査を通して，
行政レベルでの自治体の方針と施設レベルでの
現場の実態との関係性を考慮した異なる事業間
の連携の課題を明らかにした。第４章では，『日
本の学童ほいく』に掲載されている特集論文・
実践報告を対象とした言説分析を行い，法制化
以前の学童保育が，その時々の外部要因との関
係を通して共通性や差異性が見出される中で，
様々に意味づけがなされてきたことを明らかに
した。また，外部要因との関係から描き出され
た〈意味〉の総体としての〈学童保育〉は，互
いにアンビヴァレントな〈意味〉を内包するも
のであったことを示しており，学童保育（放課
後児童クラブ）は互いに矛盾する〈意味〉を内
包する多元的な事業であることが明らかになっ
た。
第５～６章では，放課後子どもプラン実施状
況調査の結果より，自治体行政レベルでの実施
状況とその背景要因の分析から，放課後子ども
プランに対する自治体の指向性を明らかにし
た。本調査からは，各自治体において放課後子
どもプランという枠組みを意識した施策展開は
いまだ少ないものの，我が国の放課後支援の共
通した理念が不在のため，自治体行政ごとの多
様な指向性が存在する課題が明らかになった。
第７～８章では，放課後子どもプラン導入当
初の混乱期と，一定程度の期間が経った安定期
の二度に渡って調査を行い，各施設レベルの運
営・実践と，そこでの支援者の経験（葛藤や不
安）に視点をあてた事例調査を行った。その結
果，放課後子どもプランの施策展開において教
育と福祉の〈越境〉を意図した一定の自治体の
方針が示されたとしても，施設レベルにおいて
教育領域と福祉領域という枠組みを越えた〈越
境〉のマネジメントをしなければならない経営
的課題が残され，支援者間の関係においてその
解決を図らなければならないという課題が明ら
かになった。
第９章では，放課後子どもプラン内部の連携
に視点をあてるとともに，外部との連携にも着
目し，学校と放課後支援施策との連携において，
学校関係者が放課後支援施策の目的や役割を適
切に認識し，重要な資源として認識している現
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状を明らかにした。特に，職務内外において放
課後児童対策との関係がある学校関係者の場
合，放課後児童対策に対する理解はより適切な
ものであった。ただし，放課後児童対策の担当
教職員が学校に配置されている場合，放課後子
ども教室について，「学校の補完的機能」を果
たす場として認識しやすい傾向もあり，先行研
究において懸念される実態も示された。
終章では，総合的な考察として，これまでの
知見について整理し，放課後支援施策の制度化
の課題とマネジメントの観点から本研究の結
論，今後の課題と展望についてまとめた。
まず，放課後支援施策の制度化の課題という
観点からみると，学童保育の〈意味〉の多元性
による自治体間の放課後児童クラブの制度的位
置づけの違いを考慮した連携の方法を検討する
必要があると言える。第４章の結果を踏まえる
と，自治体間における放課後児童クラブの質的
な差は，運営主体や実施場所のみならず，そこ
での〈学童保育〉という意味の次元にまで及ぶ
ものであることが推察される。だが先行研究で
は，放課後児童クラブを制度的に一面的な事業
として捉える傾向がある（松本・中山2010）。
各自治体における担当課や，立ち上げ時期，背
景等を踏まえ，その文脈を捉えた連携の方途を
検討する必要がある。
一方，放課後支援施策のマネジメントの課題
という観点からみると，事例研究において，自
治体行政により施策運用の方針が示され，それ
に基づいて教育と福祉のクロスボーダー・マネ
ジメントが展開されていたが，それでもなお，
各施設・指導員に対して，異なる事業間の〈越
境〉に伴う葛藤や困難のマネジメントが必要で
あり，実践を行う上での組織づくりの課題への
対応が必要であると言える。放課後子どもプラ
ンは，当初は文部行政と厚生行政の行政レベル
での縦割り行政の解消を意図していたが，施策
展開が進められるなかで，事業レベルから施設
レベルへと連携の位相が変容してきており，施
設レベルで対応する境界は教育領域と福祉領域
に関するものであると捉えられてきた（増山
2015）。しかし，第８章の結果を踏まえると，
必ずしも行政的な対立と対応したものではな
く，「感情的な対立」（深谷2009）による葛藤
や困難のマネジメントが必要である。放課後子
どもプランのマネジメントの場は，子どもの放
課後における教育と福祉の〈越境〉の事例が複
数の異なる境界の〈越境〉の交錯の場である可
能性が示唆された。
以上の通り，本研究で示された結果を踏まえ
ると，放課後子どもプランにおける放課後子ど
も教室と放課後児童クラブとの連携を考える際
には，その所管に伴い教育事業と福祉事業の連
携や協働として単純に区別することは適切では
ない。また，自治体の方針として望ましい運営
形態が示されていたとしても，施設レベルでの
現場の実態に対応できるコーディネーターの経
営行動によって，放課後子どもプランの実践は
影響を受けることになる。放課後子どもプラン
における施設レベルで明らかとなった〈越境〉
の課題は，放課後子どもプランにおいて，異な
る事業の連携実践に寄与するコーディネーター
にクロスボーダー・マネジメントの必要性を示
唆するものである。
最後に，本研究の課題として，（１）政令指
定都市や中核市への調査の必要性，（２）自治
体や学校調査における回答者の妥当性の確保の
検討の必要性，（３）事例研究の限定性の3点
を指摘した。また今後の展望として，（１）学
童保育の〈意味〉の多元性を踏まえた事例研究，
（２）クロスボーダー・マネジメントのプロセ
スの解明，（３）子どもの活動や指導員の実践
レベルでの施策分析の３点を指摘した。
（学位取得年月日：平成31年3月25日）
